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(資料) 北海道経済産業局
北海道観光連盟
日本自動車販売協会連合会札幌支部

(資料) 国土交通省
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持家着工は�年ぶりの前年割れ大型小売店販売が�年�カ月ぶりにプラス

大型小売店販売額
(既存店)

(前年比､ ％)
乗用車販売台数
(含む軽)
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来道者数
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分譲住宅

総体

持家

貸家

����年 ����年



最近の道内産業経済動向
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●個人消費は全体では低調も一部に明るい動き
��月の大型小売店販売 (既存店) は､ 札幌市内店舗を中心とした ｢日ハム優勝セール｣
効果が全体を押し上げ､ �年�カ月ぶりに前年を上回った (前年比���％増)｡ 乗用車販売
(��月) は､ 軽自動車が堅調に推移 (同���％増) したが､ 普通車 (同▲��	％)・小型車
(同▲���
％) のマイナスが続き､ 全体では�カ月連続で前年割れ (同▲���％)｡ なお､
��月は､ 気温の高め推移 (初雪遅れ) により､ 冬物用品 (衣料､ 除雪用具等) の動きが総
じて鈍かった模様｡
●道内投資は住宅着工が弱含み､ 設備投資は底堅い動き
住宅着工戸数 (��月) は､ 持家が�年ぶりに前年を下回ったことに加え､ 分譲住宅で前
年 (大型マンション着工) の反動減が続き､ 全体では前年比▲���
％と�カ月連続でマイ
ナス (�－��月累計：同▲���％)｡ 民間設備投資は､ 道外需要向け製造業 (能力増強) の
ほか､ 一部非製造業 (競争力強化) でも前向きの動きがみられる｡ ��月の民間建築物着工
床面積 (非居住用) は､ 同
���％増と�カ月連続で増加 (�－��月累計：同����％増)｡ 公
共工事請負額 (��月) は�カ月連続前年割れ (�－��月累計：同▲����％)｡
●製造業生産は緩やかな上昇基調

鉱工業生産指数 (��月) は､ 前年比で�カ月ぶりに上昇 (
��％)｡ 窯業・土石､ 石油製
品､ プラスチック製品などが低下したものの､ 輸送機械 (自動車部品)､ 電気機械 (電子部
品)､ 一般機械等が道外需要増を背景に全体
をけん引した｡ なお､ 前月比では�カ月ぶり
に上昇｡
●観光は来道者数が増勢持続

��月の来道者数 (除く海外からの直行便)
は前年比
��％増 (�カ月連続でプラス｡ �－
��月累計：同
��％増)｡ 東アジアを中心とす
る海外客 (入国者ベース) も堅調 (�－��月
累計：同約��％増)｡
●雇用情勢は概ね横這い

��月の有効求人倍率 (常用) は���	倍 (前
年比＋����ポイント) と､ 横這いの域ながら
�カ月連続で前年を上回った｡ 一方､ 新規求
人数は�カ月連続で前年割れとやや弱含んで
推移｡ 有効求人倍率 (全数) は��
�倍と前月
から横ばい｡

� VW%XB 調査ニュース ������

鉱工業生産指数
(����年＝���､ 季節調整済み)

(資料) 北海道経済産業局

■

輸送機械

総合

鉄鋼

金属製品 窯業・土石

電気機械
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グラフで見る����年道内経済の回顧

①大型小売店販売額 (全店) ②新設住宅着工戸数

(資料) 経済産業省､ 北海道経済産業局 (資料) 国土交通省

③民間建築物着工床面積 (非居住用) ④前払保証工事請負金額

(資料) 国土交通省 (資料) 北海道建設業信用保証

⑤消費者物価指数 (除く生鮮) ⑥有効求人倍率 (全数)

(資料) 総務省 (資料) 厚生労働省､ 北海道労働局

⑦鉱工業生産指数 (季節調整済) ⑧日銀短観・業況判断ＤＩ (全産業)

(資料) 経済産業省､ 北海道経済産業局 (資料) 日本銀行
※四半期(�･�･�･��)毎の調査｡ �����は����時点の予測｡

����� 調査ニュース ������ �

全 国
北海道

■

マイナス幅は縮小傾向｡ �月は猛
暑効果でプラス｡ 既存店ベースで
は��月が約�年半ぶりに前年を上
回った (日ハムＶ効果)｡

自動車関連など
道外需要関連の
けん引により緩
やかに上昇｡

(����年＝���)
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一時的増加はある
ものの財政の制約
から漸減｡
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�� 	 � �� 年／月�
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(前年比､％)
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医療福祉関連､ コールセンター等
で求人増がみられるが全体では概
ね横這い｡ 全国との格差は顕著｡

�� 	 � �� 年／月�
／� ��／�

(倍･季調値)
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道外景気回復の
波及､ 猛暑効果
等から改善傾向
で推移｡

� � �� � � �� 年／月�
／� ��／�
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持家の持ち直しに加
え､ 道外マネー流入
に伴う賃貸マンショ
ンの大幅増が全体を
押し上げた｡ 足元は
弱含み｡

石油製品価格高騰等に伴い上昇基調｡
道内はエネルギー関連の寄与大きく､
上昇幅は全国を上回って推移｡

製造業､ 電気・ガス､ 飲食店､
宿泊等に上向きの動き｡ 全体で
は振れを伴いながら増加基調｡
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� ����� 調査ニュース ������

関心高まる食の国際規格 ｢��������｣､ 道内でも認証取得の動き

昨年�月に､ 国際標準化機構 (���､ 本部：ジュネーブ) から､ 食品の安全・安心に関わ

る新たな国際標準規格として発行 (制定) された ｢��������｣ への関心が高まっている｡

現段階で認証取得済みの企業は大手食品メーカーなど少数にとどまっているが､ ��������

に関する審査登録機関の認定制度が確立される来年以降､ 取得企業が増加していくとみられ

る｡ こうした中､ 道内でもいち早く準備を進め､ 認証を取得した企業が現われている｡

食品衛生管理手法である�����に品質管理手法を組み合わせた�����			

新たに発行された ｢��������｣ は､ 食品安全に関する国際標準規格となる管理システム｡

食品製造での原料受入れから製造・出荷に至る全工程において製品の安全を確保しようとい

う��		
の手法に､ �������での品質管理手法を組み合わせ､ 食品製造に関わる広範な業

種に適用できる規格となった｡ ��������のポイントは､ ①互いにコミュニケーションをと

りながら進める､ ②一部署だけでなく組織全体の仕組みとして食品危害の発生を抑える､ ③

手洗い､ うがいなど安全衛生のための基本的な前提条件をしっかり実施する､ ④��		


(
原則��手順) に基づき食品危害を制御するために何を管理すべきか明確にする､ の�点｡

��		
が主に食品製造現場での衛生管理を対象としているのに対し､ ��������は ｢フード

チェーン｣ (原料生産から消費者までの食品の流れ) に直接的 (農業､ 食品メーカー､ 流通

など)､ 間接的 (農薬､ 機械､ パッケージ等のメーカーなど) に関わる業者の全てを対象に

した管理手法である点が特徴だ｡

安全な食品を提供する企業としての信頼感を得る
��������の取得には､ 体制を整備していく過程で､ マニュアルなど膨大な文書や記録を

作成し管理する必要があるほか､ コンサルタント導入などの経費もある程度必要となる｡ こ

のため､ 企業の負担は決して小さくない｡ しかし､ 国際標準規格である認証取得により､ 食

品の安全・品質管理体制が万全であることを国際的にアピールでき､ 高い信頼性を得ること

が可能な点で取得メリットは大きい｡ また､ 今後取得企業が増加し､ ��������による食品

安全管理手法が普及していけば､ フードチェーンに関わる企業間での安全確認が簡単になり､

取引がより効率的かつ安心に行われる効果も期待できる｡


年強の準備期間を経て認証を取得した㈱活里､ 社員の意識向上効果も
道内では､ ㈱活里が��年�月に��������の認証を取得した｡ 道内企業としては初めての

取得になる｡ 同社は､ 機能性健康食品､ 化粧品等の開発・製造企業｡ 安全性に関する消費者

からの信頼が極めて重要な健康食品メーカーのため､ 正式に発行される前から��������に

注目｡ ����年に食品安全チームを社内で結成し､ コンサルタントを導入して認証取得準備を

進めてきた｡ 施設や設備等が適切だったことや､ 衛生管理・検査手法なども従来から実施し

てきたことが中心だったため､ ��������の構築はハード・ソフトの両面とも比較的スムー



【���(アイエスオー)､ �����(ハサップ)に関する基礎知識】
◇ 国際標準化機構 (���) は､ ����年に発足した国際的に通用させる規格や標準等を制定するた
めの国際機関｡ �������(品質マネジメントシステム) と�����(環境マネジメントシステム)
が代表的規格｡

◇ �������は､ ��	�年に発行され､ ��年､ 
���年に改訂された｡ 製品の品質そのものを保証する
のではなく､ 企業の品質マネジメントシステムを評価するための規格｡

◇ ��

�は､ 製造､ 加工､ 調理､ 出荷など全ての工程で食品の安全性を確保していこうという
システム｡ ����年代に､ 米国で宇宙食の安全性を確保するために開発された｡ 従来の最終製品
抜取り手法と異なり､ 各工程において､ あらかじめハザード (危害要因) を明確にした上で､
重要管理点を特定して継続的に監視・記録することによって､ 不良品の出荷を未然に防ぐ (ま
たは許容できる範囲に低減する) 手法｡ ｢チーム編成｣ から ｢記録､ 文書化し､ それを保管する
システム確立｣ までの�
手順と ｢危害要因分析｣ から ｢記録の維持管理方法｣ までの�原則で
構成される｡ 国際標準規格ではなく､ 各国で独自規格をつくるためのガイドラインという位置
づけ｡ 日本では��

�をガイドラインとして､ ｢総合衛生管理製造過程｣ (通称マルソウ) と
いう任意の ｢承認制度｣ (厚生労働省) が����年�月に創設された (食品衛生法による)｡ 対象
製造業種は乳・乳製品､ 食肉製品､ 容器包装加圧加熱滅菌食品 (レトルト)､ 魚肉練り製品､ 清
涼飲料水の�つ｡ なお､ 各地方自治体でも��

�手法の普及を目的とした独自事業が行われ
ており､ 道では､ 道産食品の信頼性と付加価値向上を図るために ｢��

�に基づく衛生管理
導入評価事業｣ を
��
年�月から実施している｡

【補足説明～認証と認定に関する制度について】
◇ ���は､ システム認証制度という仕組みが特徴｡ ｢���

���の認証取得｣ とは､ (認証取得を希
望する) 組織のシステムが､ ���の規格に適合しているかどうかを審査登録機関が審査し､ 合
格 (登録) することを指す｡ なお､ 審査登録機関は､ ���が一国一機関と定めた機関 (日本で
は財団法人・日本適合性認定協会～���) から､ ｢職務を果たす能力がある第三者機関｣ とし
て ｢認定｣ を受ける (公式に活動を認められ､ 登録される)｡

◇ ���

���については､ 審査登録機関による審査登録活動が既にスタートしている｡ しかし､
｢認定｣ に関する制度の成立が遅れており､ 審査登録機関は (���の他の規格で既に ｢認定｣ さ
れていたとしても) ���

���に関して､ まだ���から ｢認定｣ されていない｡ つまり､ 現段階
では､ 企業が認証を取得すること自体は有効だが､ 審査登録した機関の ｢職務を果たす能力｣
については､ まだ公式に認められていない (登録証に���の認定マークが入らない)｡

◇ ���

���の認定制度は今取りまとめの段階で､ 成立するのは
���年春以降｡ 既に取得した企業
は､ この段階で (問題がなければ)､ 改めて���の認定マークが入った登録証を手にすること
になる｡

(松本 則栄)

����� 調査ニュース ������ �

ズに進んだ｡ 取得後は､ 安全性・品質に関する高度な管理体制という“お墨付き”を背景に､

自社製品の安全性を取引先に効率良く説明できる効果が現れている｡ また､ 取得する過程で､

多数の文書作成などに社員が積極的に取組み､ 食品安全への意識を大幅に向上させたことも､

企業経営上大きなメリットとなった｡

���

���に関する審査登録機関の認定制度成立が遅れていることなどから､ 今のところ

国内で取得済みの企業は､ 大手食品メーカーなどを中心に比較的少数にとどまっている｡ し

かし､ 多数の納入業者について､ それぞれ独自の安全管理体制を個別にチェックしなければ

ならない大手流通業で関心が大きいなど､ 食品に関連する幅広い業種からの注目が高まりつ

つある｡ 認定制度が成立する来春以降は､ 認証取得に向けた動きがより活発化しそうだ｡

■



�����

(表�) 北海道秋サケ漁の状況 (各年とも��月末時点)

項目 年度 平�� 平�� 平�� 平�� 前年比(％)

①漁 獲 量 (トン) ������� ������� �����	� �	����� ▲ �
�

②漁獲金額 (百万円) ������ ������ ������ ������ ��
�

③単 価 (円�㌔) ��� ��� ��� ��� ��
�

資料：(独)水産総合研究センターＨＰより
※③の単価は①②の計数を基に当研究所が算出 (②／①)

� ����� 調査ニュース ������

輸出堅調な秋サケ､ 国内流通充実に向けた動きも

総延長距離�����㎞ (全国の
％) の海岸線に囲まれ､ 漁場に恵まれる北海道｡ 生産 (漁

獲) 量､ 生産 (漁獲) 額ともに全国第一位を誇る ｢水産業｣ は主要産業の一つだ｡ 中でもサ

ケは取扱い金額がホタテに次いで大きい主力魚種｡ 一部地域を除き､ ��月いっぱいでほぼ漁

期を終えた本道の秋サケ漁について､ 最近の需給動向を中心にまとめてみた｡

今年は気象要因で漁獲量減､ 単価上昇から漁獲金額増
今年の道内秋サケ漁 (��月末現在) は､ 漁獲量が前年比▲�％､ 漁獲金額は同��％増で推

移 (表�) しており､ 前年比増減では概ねこの水準で漁期を終えるものとみられる｡ 本道で

は�月下旬よりスタートした秋サケ漁だが､ 沿岸の海水温度が高温だったことから､ 例年に

比べて来遊が遅れ､ 当初より漁獲は低調に推移した｡ また､ ��月上旬にやっと水温が低下し､

漁が好転しかかったものの､ 同時期に暴風雨が本道を直撃｡ 道内�	�カ統ある定置網のうち

約���カ統で甚大な被害が発生 (魚網被害額は約���億円) するなど､ 今年は､ 気象要因が大

きく影響し漁獲量を下押ししたようである｡ 一方､ 金額面では､ 漁獲量減少に伴うイクラ加

工用雌サケの品薄感の強まり (昨年以降イクラ需要が好調) 等から､ 浜値 (キロ当たり単価)

は�割強も上昇した｡

中国向け輸出需要急増を背景に単価は上昇基調で推移
単価の推移を見ると､ 今年は特殊要因もあって急激な高騰 (前年比��
�％上昇) を示した

が､ 単価上昇はここ数年の基調であり､ その大きな要因は海外向け輸出の増加とみられてい

る｡ 今から��年ほど前､ 秋サケは国内での豊漁と輸入サーモン増加によって供給過大となり

値崩れを起こしていた｡ そこで､ 国内の需給バランスを修正し､ 適正価格に引き上げようと､

輸出増強の取組みが開始された｡ これに伴い､ 近年における全国の秋サケ輸出量は増加基調

で推移しており､ 平成��年は�万��	��トンと､ 平成��年に比べ�
�倍に大幅増加｡ 道内から

の輸出 (函館税関管内通関実績) は全体の�割強を占め､ そのほとんど (
割弱) が中国向

けである (表�)｡ 中国では､ 一部の地域を除いてサケを食用とする習慣はないが､ 低コス

トを背景に加工基地としての大きな役割を担い､ そこで加工された切り身・フライ材料等は､

その大部分が消費地となる欧州等へ再度輸出されている｡ 欧州等では､ ���・鳥インフルエ



(表�) 道内秋サケ輸出実績の推移 (輸出量：トン)

相手国名 年 平�� 平�� 平�� 平�� 平�� 平��／平��

中 国 ������ ������ ������ ����	� �	���� �
�倍

タ イ ����� ��	�� ����� ����	 ����� �
�倍

韓 国 ��� ��� ����� ����� ��	�� �
�倍

台 湾 ����� ����	 ���	� ����� ��� �
�倍

そ の 他 ����� ����� ��� ��	 ��� �
�倍

輸 出 量 合 計
(全国シェア：％)

�	����

(��
�)
������

(��
�)
		�	��

(��
�)
	�����

(��
�)
	�����

(��
�)
�
�倍

輸出金額(百万円) ����� ����� ��	�� ����� ������ �
�倍

輸出単価 (円�㌔) ��� ��� ��� �	� ��� �
�倍

(資料) 函館税関

����� 調査ニュース ������ �

ンザによる食肉離れもあって魚の需要が増加する中､ 天然物の北海道産サケが欧米人の安全・

ヘルシー志向にうまく合致したという点も大きい要因である｡ 現在､ 農水省では平成��年か

ら��年の
年間で農水産物輸出額を倍増させようと取組み中だが､ この目的は農水産物の国

内市場価格が低迷している中で収益性を確保し一次産業を活性化させるため｡ 秋サケの輸出

増強は､ こうした取組みを先取りしたものと言える｡

魚価回復は達成したものの､ 国内加工業者には逆風
輸出増加に伴う単価上昇で魚価回復の目的は達成したものの､ 各流通段階では明暗がみら

れる｡ 生産者にはプラス効果 (収益増) となる一方で､ ここ数年､ 国内加工業者にとっては

仕入価格上昇 (コスト増) や原魚不足などが悩みの種となっている｡ 近時の加工工場設備は､

大規模化､ 機械化等により加工処理能力が高まっており､ その設備を継続的かつ効率的に稼

動させるためには､ 相応量の原料 (原魚) 確保が必要｡ また､ 秋サケは漁期が限られるため､

原料確保が冬場にかけての一時期に集中する｡ このため､ 一部では仕入れ単価の上昇が在庫

コスト面での大きな負担増につながっているようである｡

流通安定化に向けた地道な取組みが重要に
また､ 国内小売価格上昇による消費需要のさらなる低下も懸念される｡ 国内需要の減少分

は海外需要でカバーすべき､ という意見もあるだろうが､ 長期的視点に立てば､ 欧米人の嗜

好変化やサケよりも安価で魅力のある加工用代替魚の登場等､ 海外における需要変動リスク

も考えられよう｡ 道内では､ 鮮度やトレーサビリティー､ 希少性等にこだわった ｢ブランド

サケ｣ の取扱いや､ 皮から抽出したコラーゲン等の活用による､ 医薬品や健康食品､ 化粧品

など食用以外向けの研究・開発など､ サケの付加価値を高め､ 国内流通の充実に重点を置く

動きも活発化している｡ 秋サケは､ 自然の恵みだけに､ ｢安定供給の維持｣ という点では不

安定要素は払
ふっ

拭
しょく

できないが､ 孵
ふ

化
か

技術の向上・稚魚放流等により､ ひと昔に比べ回帰率が向

上しているのも事実｡ 秋サケ流通の安定化に向け､ 生産・加工・販売の各セクターが一体と

なった地道な取組みが､ 今後一層重要になると思われる｡ (佐藤 光泰)
■
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